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主 文 

          １ 原告の請求を棄却する。 

          ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨  

   令和元年７月２１日施行の参議院議員通常選挙における岡山県選挙

区選出議員選挙を無効とする。  

第２ 事案の概要  

 １ 本件は，令和元年７月２１日施行の参議院議員通常選挙（以下「本

件選挙」という。）について，岡山県選挙区の選挙人である原告が，公

職選挙法１４条１項，別表第３の参議院（選挙区選出）議員の議員定

数配分規定（以下，数次の改正の前後を通じ，平成６年法律第２号に

よる改正前の別表第２を含め，「定数配分規定」という。）は憲法に違

反し無効であるから，これに基づき施行された本件選挙の上記選挙区

における選挙も無効であると主張して提起した選挙無効訴訟である。  

 ２ 前提事実（当事者間に争いがない事実，裁判所に顕著な事実又は証

拠（甲１～１０，乙１～４，乙５の１～６，乙６～１７）により明らか

に認められる事実）  

  ⑴ 参議院議員選挙法（昭和２２年法律第１１号）は，参議院議員の

選挙について，参議院議員２５０人を全国選出議員１００人と地方

選出議員１５０人とに区分し，全国選出議員については全都道府県

の区域を通じて選出されるものとする一方，地方選出議員について

は，その選挙区及び各選挙区における議員定数を別表で定め，都道

府県を単位とする選挙区において選出されるものとした。そして，

選挙区ごとの議員定数については，憲法が参議院議員につき３年ご

とにその半数を改選すると定めていることに応じて，各選挙区を通
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じその選出議員の半数が改選されることとなるように配慮し，定数

を偶数としてその最小２人を配分する方針の下に，各選挙区の人口

に比例する形で，２人ないし８人の偶数の議員定数を配分した。昭

和２５年に制定された公職選挙法の定数配分規定は，上記の参議院

議員選挙法の議員定数配分規定をそのまま引き継いだものであり，

その後に沖縄県選挙区の議員定数２人が付加されたほかは，平成６

年法律第４７号による公職選挙法の改正（以下「平成６年改正」と

いう。）まで，上記定数配分規定に変更はなかった。なお，昭和５７

年法律第８１号による公職選挙法の改正（以下「昭和５７年改正」

という。）により，参議院議員２５２人は各政党等の得票に比例して

選出される比例代表選出議員１００人と都道府県を単位とする選挙

区ごとに選出される選挙区選出議員１５２人とに区分されることに

なったが，この選挙区選出議員は，従来の地方選出議員の名称が変

更されたものにすぎない。その後，平成１２年法律第１１８号によ

る公職選挙法の改正（以下「平成１２年改正」という。）により，参

議院議員の総定数が２４２人とされ，比例代表選出議員９６人及び

選挙区選出議員１４６人とされた。  

⑵ 参議院議員選挙法制定当時，選挙区間における議員１人当たりの

人口の最大較差（以下，各立法当時の「選挙区間の最大較差」という

ときは，この人口の最大較差をいう。）は２．６２倍（以下，較差に

関する数値は，全て概数である。）であったが，人口変動により次第

に拡大を続け，平成４年に施行された参議院議員通常選挙（以下，単

に「通常選挙」といい，この通常選挙を「平成４年選挙」という。）

当時，選挙区間における議員１人当たりの選挙人数の最大較差（以下，

各選挙当時の「選挙区間の最大較差」というときは，この選挙人数の

最大較差をいう。）が６．５９倍に達した後，平成６年改正における
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７選挙区の定数を８増８減する措置により，平成２年１０月実施の

国勢調査結果による人口に基づく選挙区間の最大較差は４．８１倍

に縮小した。その後，平成１２年改正における３選挙区の定数を６減

する措置及び平成１８年法律第５２号による公職選挙法の改正（以

下「平成１８年改正」という。）における４選挙区の定数を４増４減

する措置の前後を通じて，平成７年から同１９年までに施行された

各通常選挙当時の選挙区間の最大較差は５倍前後で推移した。  

昭和５２年７月に施行された参議院議員通常選挙当時の最大較差

は，１対５．２６であったところ，最高裁昭和５８年４月２７日大法

廷判決・民集３７巻３号３４５頁（以下「昭和５８年大法廷判決」と

いう。）は，次の判断枠組みの下に，いまだ違憲の問題が生ずる程度

の投票価値の著しい不平等状態が生じていたとするには足りない旨

判示した。 

 憲法は，選挙権の内容の平等，すなわち議員の選出における各選挙

人の投票の有する価値の平等を要求していると解するのが相当であ

るが，どのような選挙制度が国民の利害や意見を公正かつ効果的に

国会に反映させることになるかの決定を国会の裁量に委ねているか

ら，投票価値の平等は，選挙制度の仕組みを決定する唯一，絶対の基

準となるものではなく，国会は，正当に考慮することのできる他の政

策的目的ないし理由をも斟酌して，その裁量により選挙制度の仕組

みを決定することができる。このため，国会が具体的に定めたところ

がその裁量権の行使として合理性を有するものである限り，それに

よって投票価値の平等が一定の限度で譲歩を求められることになっ

てもやむを得ない。 

 公職選挙法が参議院議員の選挙について定めた選挙制度の仕組み

は，国会の有する前記のような裁量的権限の合理的な行使の範囲を
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逸脱するものであるとはいえない。しかしながら，社会的，経済的変

化の激しい時代にあって不断に生ずる人口異動の結果，投票価値の

平等の有すべき重要性に照らして到底看過することができないと認

められる程度の投票価値の著しい不平等状態が生じ，かつ，それが相

当期間継続しているにもかかわらず，これを是正する措置を講じな

いことが，上記人口異動をいつどのような形で選挙区割り，議員定数

の配分その他の選挙制度の仕組みに反映させるかなどの問題が複雑

かつ高度に政策的な考慮と判断の上に立って行使されるべき国会の

裁量的権限に係るものであることを考慮してもなお，その許される

裁量権の限界を超えると判断される場合には，当該議員定数配分規

定が憲法に違反するに至るものと解するのが相当である。  

最高裁判所大法廷は，上記判断枠組みの下，平成４年選挙について，

違憲の問題が生ずる程度の投票価値の著しい不平等状態が生じてい

たとしたが，上記程度に達したかどうかの判定は複雑かつ高度に政

策的な考慮と判断の上に立って行使されるべき国会の裁量的権限の

限界に関わる困難なものであり，かつ，上記程度に達したと解される

場合においても，どのような形で改正するかについてなお種々の政

策的または技術的な考慮要素を背景とした議論を経る必要があるこ

と，また，同選挙当時まで最高裁判所が参議院議員定数配分規定につ

き違憲状態にあるとの判断を示したことはなかったことなどを考慮

し，結論において，同選挙までの間に国会が参議院議員定数配分規定

を是正する措置を講じなかったことをもって立法裁量権の限界を超

えるものと断定することは困難であるとして，同規定が憲法に違反

するに至っていたとはいえない旨判示した（最高裁平成８年９月１

１日大法廷判決・民集５０巻８号２２８３頁）。  

そして，最高裁判所大法廷は，平成６年改正後の定数配分規定の下



                                       

 

5 

 

で施行された２回の通常選挙については，上記の状態に至っていた

とはいえない旨判示した（最高裁平成１０年９月２日大法廷判決・民

集５２巻６号１３７３頁，最高裁平成１２年９月６日大法廷判決・民

集５４巻７号１９９７頁）。その後，平成１２年改正後の定数配分規

定の下で施行された２回の通常選挙及び平成１８年改正後の定数配

分規定の下で平成１９年に施行された通常選挙のいずれについても，

最高裁判所大法廷は，上記の状態に至っていたか否かにつき明示的

に判示することなく，結論において当該各定数配分規定が憲法に違

反するに至っていたとはいえない旨の判断を示した（最高裁平成１

６年１月１４日大法廷判決・民集５８巻１号５６頁，最高裁平成１８

年１０月４日大法廷判決・民集６０巻８号２６９６頁，最高裁平成２

１年９月３０日大法廷判決・民集６３巻７号１５２０頁）。もっとも，

上記最高裁平成１８年１０月４日大法廷判決においては，投票価値

の平等の重要性を考慮すると投票価値の不平等の是正について国会

における不断の努力が望まれる旨の，上記最高裁平成２１年９月３

０日大法廷判決においては，当時の較差が投票価値の平等という観

点からはなお大きな不平等が存する状態であって，選挙区間におけ

る投票価値の較差の縮小を図ることが求められる状況にあり，最大

較差の大幅な縮小を図るためには現行の選挙制度の仕組み自体の見

直しが必要となる旨の指摘がそれぞれされるなど，選挙区間の最大

較差が５倍前後で常態化する中で，較差の状況について投票価値の

平等の観点から実質的にはより厳格な評価がされるようになってい

た。  

⑶ 平成２２年７月１１日，選挙区間の最大較差が５．００倍の状況に

おいて施行された通常選挙（以下「平成２２年選挙」という。）につ

き，最高裁平成２４年１０月１７日大法廷判決・民集６６巻１０号３
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３５７頁（以下「平成２４年大法廷判決」という。）は，長年にわた

る制度及び社会状況の変化を踏まえ，参議院議員の選挙であること

自体から直ちに投票価値の平等の要請が後退してよいと解すべき理

由は見いだし難く，都道府県が政治的に一つのまとまりを有する単

位として捉え得ること等の事情は数十年間にもわたり投票価値の大

きな較差が継続することを正当化する理由としては十分なものとは

いえなくなっており，都道府県間の人口較差の拡大が続き，総定数を

増やす方法を採ることにも制約がある中で，都道府県を各選挙区の

単位とする仕組みを維持しながら投票価値の平等の要求に応えてい

くことはもはや著しく困難な状況に至っているなどとし，それにも

かかわらず平成１８年改正後は投票価値の大きな不平等がある状態

の解消に向けた法改正が行われることのないまま平成２２年選挙に

至ったことなどの事情を総合考慮すると，同選挙当時の最大較差が

示す選挙区間における投票価値の不均衡は，違憲の問題が生ずる程

度の著しい不平等状態にあったとする一方，平成２１年大法廷判決

においてこうした参議院議員の選挙制度の構造的問題及びその仕組

み自体の見直しの必要性が指摘されたのは平成２２年選挙の約９か

月前で，見直しには参議院の在り方をも踏まえた高度に政治的な判

断が求められるなど事柄の性質上課題も多く，検討に相応の時間を

要すること，参議院においては，同判決の趣旨を踏まえ，参議院改革

協議会の下に設置された専門委員会における協議がされるなど，選

挙制度の仕組み自体の見直しを含む制度改革に向けての検討が行わ

れていたことなどを考慮し，平成２２年選挙までに上記議員定数配

分規定を改正しなかったことが国会の裁量権の限界を超えるものと

はいえないとして，上記議員定数配分規定が憲法に違反するに至っ

ていたとはいえないと判示するとともに，都道府県を単位として各
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選挙区の定数を設定する現行の方式をしかるべき形で改めるなど，

現行の選挙制度の仕組み自体の見直しを内容とする立法的措置を講

じ，できるだけ速やかに違憲の問題が生ずる上記の不平等状態を解

消する必要がある旨を指摘した。  

⑷ 平成２４年大法廷判決の言渡し後，平成２４年１１月１６日に公

職選挙法の一部を改正する法律案が成立し（平成２４年法律第９４

号。以下「平成２４年改正法」という。），同月２６日に施行された。

平成２４年改正法の内容は，平成２５年７月に施行される通常選挙

に向けた改正として選挙区選出議員について４選挙区で定数を４増

４減するものであり，その附則には，同２８年に施行される通常選挙

に向けて，選挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い，

結論を得るものとする旨の規定が置かれていた。  

平成２５年７月２１日，上記定数配分規定の下での初めての通常

選挙が施行された（以下「平成２５年選挙」という。）。同選挙当時の

選挙区間の最大較差は４．７７倍であった。  

  ⑸ 平成２５年９月，参議院において平成２８年に施行される通常選

挙に向けた参議院選挙制度改革について協議を行うため，選挙制度

の改革に関する検討会の下に選挙制度協議会が設置された。同協議

会においては，平成２６年４月に選挙制度の仕組みの見直しを内容

とする具体的な改正案として座長案が示され，その後に同案の見直

し案も示された。これらの案は，基本的には，議員１人当たりの人

口の少ない一定数の選挙区を隣接区と合区してその定数を削減し，

人口の多い一定数の選挙区の定数を増やして選挙区間の最大較差を

大幅に縮小するというものであるところ，同協議会において，同年

５月以降，上記の案や参議院の各会派の提案等をめぐり検討と協議

が行われた（上記各会派の提案の中には，上記の案を基礎として合
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区の範囲等に修正を加える提案のほか，都道府県に代えてより広域

の選挙区の単位を新たに創設する提案等が含まれていた。）。そして，

同協議会において，更に同年１１月以降，意見集約に向けて協議が

行われたが，各会派の意見が一致しなかったことから，同年１２月

２６日，各会派から示された提案等を併記した報告書が参議院議長

に提出された。  

  ⑹ このような協議が行われている状況の中で，平成２５年選挙につ

き，最高裁平成２６年１１月２６日大法廷判決・民集６８巻９号１

３６３頁（以下「平成２６年大法廷判決」という。）は，平成２４年

大法廷判決の判断に沿って，平成２４年改正法による前記４増４減

の措置は，都道府県を各選挙区の単位とする選挙制度の仕組みを維

持して一部の選挙区の定数を増減するにとどまり，現に選挙区間の

最大較差については上記改正の前後を通じてなお５倍前後の水準が

続いていたのであるから，投票価値の不均衡について違憲の問題が

生ずる程度の投票価値の著しい不平等状態を解消するには足りない

ものであったといわざるを得ず，したがって，平成２４年改正法に

よる上記の措置を経た後も，選挙区間における投票価値の不均衡は

違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあった旨判示すると

ともに，平成２４年大法廷判決の言渡しから平成２５年選挙までの

約９か月の間に，前記のとおりの附則を定めた平成２４年改正法が

成立し，参議院の検討機関において選挙制度の仕組みの見直しの検

討が行われてきていること等の事情に照らすと，国会における是正

の実現に向けた取組が平成２４年大法廷判決の趣旨を踏まえた国会

の裁量権の行使の在り方として相当なものでなかったということは

できないなどとして，平成２５年選挙までの間に更に上記の見直し

を内容とする法改正がされなかったことをもって国会の裁量権の限
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界を超えるものということはできないと判示し，都道府県を単位と

して各選挙区の定数を設定する現行の方式をしかるべき形で改める

などの具体的な改正案の検討と集約が着実に進められ，できるだけ

速やかに，現行の選挙制度の仕組み自体の見直しを内容とする立法

的措置によって上記の不平等状態が解消される必要がある旨を指摘

した。  

  ⑺ 選挙制度の改革に関する検討会は，前記⑸の報告書の提出を受け

て協議を行ったが，各会派が一致する結論を得られなかったことか

ら，平成２７年５月２９日，各会派において法案化作業を行うこと

とされた。そして，各会派における検討が進められた結果，各会派

の見解は，人口の少ない選挙区について合区を導入することを内容

とする①「４県２合区を含む１０増１０減」の改正案と②「２０県

１０合区による１２増１２減」の改正案とにおおむね集約され，同

年７月２３日，上記各案を内容とする公職選挙法の一部を改正する

法律案がそれぞれ国会に提出された。上記①の改正案に係る法律案

は，選挙区選出議員の選挙区及び定数について，鳥取県及び島根県，

徳島県及び高知県をそれぞれ合区して定数２人の選挙区とするとと

もに，３選挙区の定数を２人ずつ減員し，５選挙区の定数を２人ず

つ増員することなどを内容とするものであり，その附則７条には，

平成３１年に行われる通常選挙に向けて，参議院の在り方を踏まえ

て，選挙区間における議員１人当たりの人口の較差の是正等を考慮

しつつ選挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い，必

ず結論を得るものとするとの規定が置かれていた。  

平成２７年７月２８日，前記①の改正案に係る公職選挙法の一部

を改正する法律案が成立し（平成２７年法律第６０号。以下「平成２

７年改正法」という。），同年１１月５日に施行された（以下，同法に
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よる改正後の定数配分規定を「本件旧定数配分規定」という。）。同法

による公職選挙法の改正（以下「平成２７年改正」という。）の結果，

平成２２年１０月実施の国勢調査結果による人口に基づく選挙区間

の最大較差は２．９７倍となった。  

平成２８年７月１０日，本件旧定数配分規定の下での初めての通

常選挙が施行された（以下「平成２８年選挙」という。）。同選挙当時

の選挙区間の最大較差は３．０８倍であった。  

  ⑻ 平成２９年２月，参議院の組織及び運営に関する諸問題を調査検

討するため，各会派代表による参議院改革協議会が設置され，同年

４月，同協議会の下に，参議院選挙制度改革について集中的に調査

検討を進めるために，各会派代表による選挙制度に関する専門委員

会が設置された（乙８）。  

    上記専門委員会では，同年５月から平成３０年４月にかけて１７

回にわたり参議院の選挙制度に関する協議が行われ，上記専門員会

は，同年５月７日，後記⑼の平成２９年大法廷判決も踏まえ，参議

院の在り方，一票の較差，選挙制度の枠組みなどの論点ごとの意見

を取りまとめ，参議院選挙制度改革に関する具体的な方向性につい

ての各会派の意見を併記する形で作成した「参議院改革協議会選挙

制度に関する専門委員会報告書」を上記参議院改革協議会に提出し

た（乙１０，乙１１の１，２）。  

⑼ このような協議が行われている中で，平成２８年選挙につき，最高

裁平成２９年９月２７日大法廷判決・民集７１巻７号１１３９頁（以

下「平成２９年大法廷判決」という。）は，平成２８年選挙は，平成

２６年大法廷判決の言渡し後に成立した平成２７年改正法による改

正後の本件旧定数配分規定の下で施行されたものであるところ，同

法は，従前の改正のように単に一部の選挙区の定数を増減するにと
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どまらず，人口の少ない選挙区について，参議院の創設以来初めての

合区を行うことにより，都道府県を各選挙区の単位とする選挙制度

の仕組みを見直すことをも内容とするものであり，これによって平

成２５年選挙当時まで数十年間にもわたり５倍前後で推移してきた

選挙区間の最大較差は２．９７倍（平成２８年選挙当時は３．０８倍）

にまで縮小するに至ったのであるから，平成２７年改正法は，参議院

議員選挙の特性を踏まえ，平成２４年大法廷判決及び平成２６年大

法廷判決の趣旨に沿って較差の是正を図ったものとみることができ，

平成２７年改正法は，その附則において，次回の通常選挙に向けて選

挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い必ず結論を得

る旨を定めており，これによって，今後における投票価値の較差の更

なる是正に向けての方向性と立法府の決意が示されるとともに，再

び上記のような大きな較差を生じさせることのないよう配慮されて

いるものということができるから，平成２７年改正は，都道府県を各

選挙区の単位とする選挙制度の仕組みを改めて，長年にわたり選挙

区間における大きな投票価値の不均衡が継続してきた状態から脱せ

しめるとともに，更なる較差の是正を指向するものと評価すること

ができるとした上で，以上のような事情を総合すれば，平成２８年選

挙当時，平成２７年改正後の定数配分規定の下での選挙区間におけ

る投票価値の不均衡は，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状

態にあったものとはいえず，本件定数配分規定が憲法に違反するに

至っていたということはできないと判断した。  

⑽ 前記⑻の参議院改革協議会において，前記⑻の報告書を受けて協

議を行ったが，各会派の意見には隔たりがある中，平成３０年７月４

日，各会派代表者懇談会において，各会派において法案化作業を行う

こととされた（乙１６）。そして，各会派における検討が進められた
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結果，①参議院選挙区選出議員の定数を２人増加して１４８人とし

た上で，２人を埼玉県に配分してその改選定数を４人とし，選挙区間

の最大較差を２．９８５倍とするとともに，参議院比例代表選出議員

の定数を４人増加して１００人とし，比例代表選挙において，名簿に

予め順位を付する拘束式の特定枠を設けることができる制度を導入

することなどを内容とする自由民主党・こころ及び無所属クラブ案

（以下「自民・無ク案」という。），②現行の制度に変え，全国を１１

の区域に分けて大選挙区制を採用する公明党案，③参議院選挙区選

出議員の定数を２人増加した上で，埼玉県選挙区の定数を８人とす

るとともに，参議院比例代表選出議員の定数を２人減少する国民民

主党・新緑風会案，④参議院議員の定数を２１８人にするとともに，

全国を１１の区域に分けて大選挙区制を採用する維新の党案，⑤福

井県と石川県を合区することによって定数を２人削減し，埼玉県選

挙区を２人増加する立憲民主党・民友会及び希望の党案が，参議院政

治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会に付託された（乙１

３の１，乙１６）。同委員会では，平成２９年大法廷判決を踏まえた

質疑がされ，自民・無ク案の発議者から，地方公共団体から合区解消

に関する決議が多数されているところ，合区解消の問題，憲法改正の

問題には時間的な制約もあって難しい現状の中で，特定枠を設け，人

口的に少数派ともいうべき条件不利地域の声を国政に届ける等，多

様な民意の反映に資するものであり，地方の声，多様な声を国政に反

映させるという参議院の在り方を踏まえて一票の較差を是正してい

る同案は，次の通常選挙に向けての一つの抜本的な見直しに当たる

などの説明がされた（乙１３の２・９頁，１０頁，１６頁，１８頁，

乙１３の３・３頁，乙１３の６・２頁，３頁，８頁）。  

  同月１１日，同委員会において，自民・無ク案が多数をもって可決
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すべきものと決定され，「今後の参議院選挙制度改革については，憲

法の趣旨にのっとり，参議院の役割及び在り方を踏まえ引き続き検

討を行うこと」についてその実現に努めるべきであること等を内容

とする附帯決議がされた（乙１３の３）。  

  同月１８日，上記①の改正案に係る公職選挙法の一部を改正する

法律案が成立し（平成３０年法律第７５号。以下「平成３０年改正法」

という。），施行された（以下，同法による改正後の定数配分規定を「本

件定数配分規定」という。）（乙１３の７）。  

同法による公職選挙法の改正（以下「平成３０年改正」という。）

の結果，平成２７年国勢調査日本国民人口による参議院選挙区選出

議員の選挙区間の最大較差は２．９８５倍となった（乙１６の８頁）。 

  ⑾ 令和元年７月２１日，本件定数配分規定の下での初めての通常選

挙が施行された（以下「本件選挙」という。）。  

    本件選挙当時の選挙区間の最大較差は，最小の福井県選挙区を１

とすると，宮城県選挙区が最大の３．００２倍であり，福井県選挙

区と比べて較差が３倍以上となった選挙区は宮城県選挙区のみであ

った。  

原告は岡山県選挙区の選挙人であり，福井県選挙区と岡山県選挙

区の較差は２．４５４倍であった（乙１の１）。  

 ３ 争点  

   本件定数配分規定が議員定数を人口に比例して配分していない点に

おいて憲法に違反し無効であるか否か。  

 ４ 争点に関する当事者の主張  

  ⑴ 原告の主張  

   ア 憲法は，主権が国民に存することを明らかにしており（憲法１

条），国民は国会における代表者を通じて，その主権を行使する（憲
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法前文第１段落）ところ，両議院の議事は，原則として，出席議

員の過半数でこれを決する（憲法５６条２項）から，主権を行使

する国民が両議院の議事を可決・否決する権力を有しなければな

らない。人口比例選挙の場合，主権を有する国民が人口比例選挙

で選出された国会議員を通じて出席議員の過半数で両議院の議事

を決定するという方法で主権を行使する。しかし，非人口比例選

挙の場合，国民の半数未満から選出された国会議員の過半数の投

票が主権を有する国民の過半数から選出された国会議員の半数未

満に優越して各議院の議事の可決・否決をし得ることになる。  

したがって，憲法は，人口比例選挙を要求しているというべきで

ある。  

そうすると，本件定数配分規定は，憲法５６条２項，１条，前文

第１項第１文冒頭の定める人口比例選挙の要求に違反しているか

ら，憲法９８条１項により無効である。  

   イ 平成３０年改正は，改正前の２つの合区をそのまま維持するに

とどまるものであり，投票価値の最大較差も平成２８年選挙の３．

０８倍を２．９８５倍に減少させたという微細な変化に止まって

おり，選挙区割りの抜本的見直しとなっていない。そもそも選挙

制度の抜本的な見直しとして極めて不十分であり，平成２７年改

正の附則７条（平成３１年に行われる通常選挙に向けて，参議院

の在り方を踏まえて，選挙区間における議員１人当たりの人口の

較差の是正等を考慮しつつ選挙制度の抜本的な見直しについて引

き続き検討を行い，必ず結論を得るものとするとの規定）を遵守

していない。  

加えて，平成３０年改正は，平成２７年改正の上記附則に相当す

る文言を欠いており，平成２９年大法廷判決が指摘した「更なる是
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正の方向性と立法府の決意」を欠いている。  

   ウ 昭和２２年から平成１７年の間に，１５個の法律案について，

衆議院の多数の意見と参議院の多数意見が異なったことがあり，

いずれについても，参議院の多数意見が，各法律の成立又は不成

立（廃案）を決定した。このことは，参議院が衆議院と全く同じ

レベルで，国権の最高機関として民意を国政に反映する責務を負

っていることを示しており，このことからすれば，参議院議員選

挙における投票価値の平等の要請は，衆議院議員選挙に劣後して

はならないことが憲法上の要求である。  

     本件選挙における選挙区間の投票価値の較差は３．００２倍で

あり，平成２９年衆議院議員選挙（小選挙区選挙）における選挙

区間の投票価値の較差である１．９７９倍と比べて，投票価値の

平等の点で劣後しているから，本件選挙は憲法に違反しており，

無効である。  

  ⑵ 被告らの主張  

   ア 憲法前文第１段落第１文，１条及び５６条２項が人口比例選挙

を要求するという原告の主張は，独自の見解にすぎない。  

   イ 憲法は，投票価値の平等を要求しているが，選挙制度の仕組み

の決定については国会に広範な裁量が認められているから，投票

価値の平等は，国会が正当に考慮することのできる他の政策的目

的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきものであ

る。  

憲法が二院制を採用した趣旨及び定数の偶数配分という参議院

議員の選挙制度における技術的制約等に照らすと，国会の定めた定

数配分規定が憲法１４条１項等の規定に違反して違憲と評価され

るのは，参議院の独自性その他の政策的目的ないし理由を考慮して
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も，投票価値の平等の見地からみて違憲の問題が生ずる程度の著し

い不平等状態が生じており，かつ，当該選挙までの期間内にその是

正が図られなかったことが国会の裁量権の限界を超える場合に限

られるものと解すべきである。  

ウ 国会が，選挙区間における投票価値の不均衡が違憲の問題が生

ずる程度の著しい不平等状態に至っていた旨判断した平成２４年

大法廷判決及び平成２６年大法廷判決の趣旨に沿い，一部の選挙

区について２つの県を併せた選挙区（以下「合区」という。）を創

設することなどを内容とする平成２７年改正を行ったことにより，

最大較差は２．９７倍となり，上記不平等状態は解消された。  

  同改正後の定数配分規定に基づいて施行された平成２８年選挙

に係る平成２９年大法廷判決においても，最大較差が３．０８倍で

あった平成２８年選挙当時，投票価値の不均衡は，違憲の問題が生

ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえず，平成２７

年改正後の定数配分規定が憲法に違反するに至っていたというこ

とはできない旨判示された。  

  さらに，平成３０年改正は，参議院選挙区選出議員選挙に関して

は，平成２７年改正による選挙区割りを維持しつつ，埼玉県選挙区

の定数を２人増員するものであり，その結果，平成２８年選挙時の

最大較差である３．０８倍から，平成２７年国勢調査日本国民人口

による最大較差として２．９８５倍にまで縮小した。  

平成２７年改正法に続いて平成３０年改正法においても，参議院

の選挙区選出議員について都道府県を構成する住民の意思を集約

的に反映させるという意義ないし機能を原則として維持したこと

は，両議院の選挙制度が同質的なものとなっている中で，参議院の

選挙区選出議員の選出基盤について衆議院議員のそれとは異なる
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要素を付加し，地方の民意を含む多角的な民意の反映を可能とする

ものであるから，憲法が二院制を採用した趣旨に沿うものといえる。 

さらに，そもそも，選挙権は，民主主義国家において，治者でも

あり被治者でもある国民が自らの意見等を国政に反映させること

を可能にする極めて重要な権利であるところ，人口の多い都市部に

居住する多数者のみならず，山間部などのいわゆる過疎地域を含む

地域に住む少数者の意見も十分に国政に届くような定数配分規定

を定めることもまた，国会において正当に考慮することができる政

策目的ないし理由となるものというべきである。  

平成２９年大法廷判決においても，選挙制度の仕組みを決定する

に当たり，政治的に一つのまとまりを有する単位である都道府県の

意義や実体等を一つの要素として考慮することについては，投票価

値の平等の要請との調和が保たれる限りにおいて，直ちに国会の合

理的な裁量を超えるとは解されない旨判示されている。  

さらに，立法府においては，参議院政治倫理の確立及び選挙制度

に関する特別委員会の附帯決議として，平成３０年改正後も参議院

選挙制度改革に向けた検討を継続していく決意を表明しており，こ

のことは，再び過去にあったような大きな較差を生じさせないとい

う配慮がなされているものとして評価すべきである。  

以上の諸点に，参議院議員については，憲法上３年ごとに議員の

半数を改選するものとされ（憲法４６条），定数の偶数配分が求め

られるなどの技術的制約があること等を併せ考慮すると，本件選挙

時，本件定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡

は，投票価値の平等の重要性に照らして看過し得ない程度に達して

いるとはいえず，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至

っていたとはいえない。  
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エ 憲法秩序の下における司法権と立法権との関係に照らすと，当

該定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡が違

憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っている場合にお

いて，当該選挙までの期間内にその是正をしなかったことが国会

の裁量権の限界を超えるといえるか否かを判断するに当たっては，

単に期間の長短のみならず，是正のために採るべき措置の内容，そ

のために検討を要する事項，実際に必要となる手続や作業等の諸

般の事情を総合考慮して，国会における是正の実現に向けた取組

みが司法の判断の趣旨を踏まえた裁量権の行使の在り方として相

当なものであったといえるか否かという観点に立って評価すべき

である。  

そうすると，当該選挙までの期間内にその是正をしなかったこと

が国会の裁量権の限界を超えるか否かは，裁判所において当該定数

配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡が違憲の問

題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っているとの判断が示さ

れるなど，国会が，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態と

なったことを認識し得た時期を基準（始期）として，上記の諸般の

事情を総合考慮して判断されるべきである。  

これを本件についてみると，平成２９年大法廷判決において，都

道府県単位の選挙区を一部改めて合区を創設した平成２７年改正

後の定数配分規定に基づき施行された平成２８年選挙当時，選挙区

間における投票価値の不均衡について違憲の問題が生ずる程度の

著しい不平等状態に当たらない旨判断が示された。本件選挙は，同

大法廷判決後，最大較差の更なる縮小を目指した平成３０年改正に

よる定数配分規定に基づく初めての参議院議員通常選挙である上，

本件選挙当時における最大較差は３．００倍であり，平成２８年選
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挙当時の最大較差３．０８倍から更に縮小したことなどを踏まえる

と，国会において，本件選挙までの間に上記状態に至っていたこと

を認識し得たとは到底いえない。  

そうすると，仮に，本件定数配分規定の下での選挙区間における

投票価値の不均衡について違憲の問題が生ずる程度の著しい不平

等状態に至っていたと評価されたとしても，国会における是正の実

現に向けた取組みが司法の判断の趣旨を踏まえた裁量権の行使の

在り方として相当でなかったとは認められないから，本件選挙まで

の期間内に本件定数配分規定の改正がされなかったことをもって

国会の裁量権の限界を超えるものとはいえない。  

第３ 当裁判所の判断  

 １⑴ 憲法は，選挙権の内容の平等，換言すれば，議員の選出における

各選挙人の投票の有する影響力の平等，すなわち投票価値の平等を

要求していると解される。しかしながら，憲法は，国民の利害や意

見を公正かつ効果的に国政に反映させるために選挙制度をどのよう

な制度にするかの決定を国会の裁量に委ねているのであるから，投

票価値の平等は，選挙制度の仕組みを決定する唯一，絶対の基準と

なるものではなく，国会が正当に考慮することができる他の政策的

目的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきものであ

る。それゆえ，国会が具体的に定めたところがその裁量権の行使と

して合理性を有するものである限り，それによって投票価値の平等

が一定の限度で譲歩を求められることになっても，直ちに憲法に違

反するとはいえない。  

    原告は，憲法５６条２項，１条，前文第１文前段等を根拠として，

本件選挙は憲法の保障する１人１票の原則による人口比例選挙に反

して無効であるなどと主張するが，この主張に理由のないことは以
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上に述べたところから明らかである。  

  ⑵ 憲法が二院制を採用し衆議院と参議院の権限及び議員の任期等に

差異を設けている趣旨は，それぞれの議院に特色のある機能を発揮

させることによって，国会を公正かつ効果的に国民を代表する機関

たらしめようとするところにあると解される。前記参議院議員の選

挙制度の仕組みは，このような観点から，参議院議員について，全

国選出議員（昭和５７年改正後は比例代表選出議員）と地方選出議

員（同改正後は選挙区選出議員）に分け，前者については全国（全

都道府県）の区域を通じて選挙するものとし，後者については都道

府県を各選挙区の単位としたものである。昭和２２年の参議院議員

選挙法及び同２５年の公職選挙法の制定当時において，このような

選挙制度の仕組みを定めたことが，国会の有する裁量権の合理的な

行使の範囲を超えるものであったということはできない。しかしな

がら，社会的，経済的変化の激しい時代にあって不断に生ずる人口

変動の結果，上記の仕組みの下で投票価値の著しい不平等状態が生

じ，かつ，それが相当期間継続しているにもかかわらずこれを是正

する措置を講じないことが，国会の裁量権の限界を超えると判断さ

れる場合には，当該定数配分規定が憲法に違反するに至るものと解

するのが相当である。  

  ⑶ 憲法は，二院制の下で，一定の事項について衆議院の優越を認め

る反面，参議院議員につき任期を６年の長期とし，解散もなく，選

挙は３年ごとにその半数について行うことを定めている（４６条等）。

その趣旨は，立法を始めとする多くの事柄について参議院にも衆議

院とほぼ等しい権限を与えつつ，参議院議員の任期をより長期とす

ること等によって，多角的かつ長期的な視点からの民意を反映させ，

衆議院との権限の抑制，均衡を図り，国政の運営の安定性，継続性
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を確保しようとしたものと解される。そして，いかなる具体的な選

挙制度によって，上記の憲法の趣旨を実現し，投票価値の平等の要

請と調和させていくかは，二院制の下における参議院の性格や機能

及び衆議院との異同をどのように位置付け，これをそれぞれの選挙

制度にいかに反映させていくかという点を含め，国会の合理的な裁

量に委ねられていると解すべきである。  

  ⑷ 前記⑴のとおり，投票価値の平等は，選挙制度の仕組みを決定す

る唯一，絶対の基準となるものではなく，国会が正当に考慮するこ

とができる他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実

現されるべきものであり，また，前記⑵のとおり，憲法が，国会の

構成について二院制を採用し，衆議院と参議院の権限及び議員の任

期等に差異を設けている趣旨に鑑みれば，二院制の下での参議院の

在り方や役割を踏まえ，参議院議員につき衆議院議員とは異なる選

挙制度を採用し，国民各層の多様な意見を反映させて，参議院に衆

議院と異なる独自の機能を発揮させようとすることも，選挙制度の

仕組みを定めるに当たって国会に委ねられた裁量権の合理的行使と

して是認し得るものと考えられる。そして，具体的な選挙制度の仕

組みを決定するに当たり，一定の地域の住民の意思を集約的に反映

させるという意義ないし機能を加味する観点から，政治的に一つの

まとまりを有する単位である都道府県の意義や実体等を一つの要素

として考慮すること自体が否定されるべきものであるとはいえず，

投票価値の平等の要請との調和が保たれる限りにおいて，このよう

な要素を踏まえた選挙制度を構築することが直ちに国会の合理的な

裁量を超えるものとは解されない。  

  ⑸ 平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決は，上記のよう

な選挙制度の構築についての国会の裁量権行使の合理性を判断する
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に当たって，長年にわたる制度及び社会状況の変化を考慮すべき必

要性を指摘し，その変化として，参議院議員と衆議院議員の各選挙

制度が同質的なものとなってきており，国政の運営における参議院

の役割が増大してきていることに加え，衆議院については投票価値

の平等の要請に対する制度的な配慮として選挙区間の人口較差が２

倍未満となることを基本とする旨の区割りの基準が定められている

ことなどを挙げて，これらの事情の下では，昭和５８年大法廷判決

が長期にわたる投票価値の大きな較差の継続を許容し得る根拠とし

て挙げていた諸点につき，数十年間にもわたり５倍前後の大きな較

差が継続することを正当化する理由としては十分なものとはいえな

くなっている旨を指摘するとともに，都道府県を各選挙区の単位と

しなければならないという憲法上の要請はなく，むしろ，都道府県

を各選挙区の単位として固定する結果，上記のように長期にわたり

大きな較差が継続していた状況の下では，上記の都道府県の意義や

実体等をもって上記の選挙制度の仕組みの合理性を基礎付けるには

足りなくなっていたとしたものである。しかし，この判断は，都道

府県を各選挙区の単位として固定することが投票価値の大きな不平

等状態を長期にわたって継続させてきた要因であるとみたことによ

るものにほかならず，各選挙区の区域を定めるに当たり，都道府県

という単位を用いること自体を不合理なものとして許されないとし

たものではない。  

もとより，参議院議員の選挙について，直ちに投票価値の平等の要

請が後退してよいと解すべき理由は見いだし難く，参議院について

も更に適切に民意が反映されるよう投票価値の平等の要請について

十分に配慮することが求められるものの，上記のような憲法の趣旨，

参議院の役割等に照らすと，参議院議員の選挙における投票価値の
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平等は，憲法上３年ごとに議員の半数を改選することとされている

ことなど，議員定数の配分に当たり考慮を要する固有の要素がある

ことを踏まえつつ，二院制に係る上記の憲法の趣旨との調和の下に

実現されるべきであることに変わりはないというべきである（以上

につき平成２９年大法廷判決）。  

  ⑹ 原告は，昭和２２年から平成１７年の間に，１５個の法律案につ

いて，衆議院の多数の意見と参議院の多数意見とが異なったことが

あり，いずれについても，参議院の多数意見に従って，各法律が成

立し又は廃案となっており，このことは，参議院が衆議院と全く同

じレベルで，国権の最高機関として民意を国政に反映する責務を負

っていることを示しているから，参議院議員選挙における投票価値

の平等の要請は，衆議院議員選挙に劣後してはならないことが憲法

上の要請であると主張する。  

    しかしながら，原告の主張する事情は，憲法が二院制を採用し，

立法を始めとする多くの事柄について参議院にも衆議院とほぼ等し

い権限を与えていることの反映ではあるものの，参議院の衆議院と

異なる独自の機能が失われかねない。前記⑷のとおり，二院制の下

での参議院の在り方や役割を踏まえ，参議院議員につき衆議院議員

とは異なる選挙制度を採用し，国民各層の多様な意見を反映させて，

参議院に衆議院と異なる独自の機能を発揮させようとすることも，

選挙制度の仕組みを定めるに当たって国会に委ねられた裁量権の合

理的行使として是認し得るものと考えられる。したがって，具体的

な選挙制度の仕組みを決定するに当たり，一定の地域の住民の意思

を集約的に反映させるという意義ないし機能を加味する観点から，

政治的・文化的に一つのまとまりを有する単位である都道府県の意

義や実体等を一つの要素として考慮すること自体が否定されるべき
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ものであるとはいえないから，これらの点を考慮した結果として，

参議院議員選挙における投票価値の較差が衆議院議員選挙における

それと比べて大きいものとなったとしても，そのことをもって直ち

に国会の合理的な裁量を超えるものということはできず，原告の上

記主張も採用することはできない。  

 ２⑴ 平成２９年大法廷判決は，平成２７年改正法は，従前の改正のよ

うに単に一部の選挙区の定数を増減するにとどまらず，人口の少な

い選挙区について，参議院の創設以来初めての合区を行うことによ

り，都道府県を各選挙区の単位とする選挙制度の仕組みを見直すこ

とをも内容とするものであり，これによって平成２５年選挙当時ま

で数十年間にもわたり５倍前後で推移してきた選挙区間の最大較差

は２．９７倍（平成２８年選挙当時は３．０８倍）にまで縮小する

に至ったのであるから，同改正は，上記の参議院議員選挙の特性を

踏まえ，平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決の趣旨に

沿って較差の是正を図ったものとみることができる上，平成２７年

改正法は，その附則において，次回の通常選挙に向けて選挙制度の

抜本的な見直しについて引き続き検討を行い必ず結論を得る旨を定

めており，これによって，今後における投票価値の較差の更なる是

正に向けての方向性と立法府の決意が示されるとともに，再び上記

のような大きな較差を生じさせることのないよう配慮されているも

のということができるから，平成２７年改正は，都道府県を各選挙

区の単位とする選挙制度の仕組みを改めて，長年にわたり選挙区間

における大きな投票価値の不均衡が継続してきた状態から脱せしめ

るとともに，更なる較差の是正を指向するものと評価することがで

きることからすれば，平成２８年選挙当時，平成２７年改正後の本

件旧定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡は，
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違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえ

ず，本件定数配分規定が憲法に違反するに至っていたということは

できないと判断した。  

  ⑵ア 本件選挙は，平成２９年大法廷判決の言渡し後に成立した平成

３０年改正法による改正後の本件定数配分規定の下で施行された

ものであるところ，平成３０年改正は，参議院選挙区選出議員の

定数を２人増加して１４８人とした上で，２人を埼玉県に配分し

てその改選定数を４人とし，選挙区間の最大較差を２．９８５倍

とするとともに，参議院比例代表選出議員の定数を４人増加して

１００人とし，比例代表選挙において，名簿に予め順位を付する

拘束式の特定枠を設けることができる制度を導入することなどを

内容とするものである。  

この平成３０年改正は，参議院の会派の意見には，隔たりがあり，

全国を１１の区域に分けて大選挙区制を採用するなどの新たな選

挙制度を設けるには時間的な制約もあり，本件選挙までに選挙制度

の抜本的見直しを行うには困難な状況の中で，長年にわたり選挙区

間における大きな投票価値の不均衡が継続してきた状態から脱せ

しめた平成２７年改正に引き続き，平成３０年大法廷判決を踏まえ，

投票価値の較差を図るための現実的な選択肢として，漸進的な是正

を図ったものと評価することができ，平成２７年改正法の附則にお

いて定められた「選挙区間における議員１人当たりの人口の較差の

是正」を考慮した改正であるということができる。  

イ 他方において，平成３０年改正の内容は，平成２７年改正法の附

則において定められた選挙制度の抜本的見直しがなされたものと

は，にわかに言い難い。  

  しかしながら，前記１⑶のとおり，いかなる具体的な選挙制度に
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よって，憲法の二院制の趣旨を実現し，投票価値の平等の要請と調

和させていくかは，国会の合理的な裁量に委ねられていると解す

べきであるから，選挙制度の抜本的見直しがいまだなされていな

いからといって，直ちに，本件選挙について，違憲の問題が生ずる

程度の著しい不平等状態にあったものということはできない。  

 (ｱ) そして，証拠によれば，次の事実が認められる。  

平成２７年改正の際に，合区の対象を鳥取県，島根県，高知県

及び徳島県とした理由は，人口の少ない都道府県は，少ない方か

ら順に鳥取県，島根県，高知県，徳島県であり，これらは互いに

隣接する人口の少ない県同士での組合せが可能である一方で，徳

島県の次に人口の少ない都道府県は福井県であり，福井県に隣接

する府県の人口はいずれもそれほど少ないわけではなく，これら

の府県と福井県とを合区することとした場合には，これらの府県

と人口のより少ない県との間で不公平さを生じさせることにな

るためであったこと（乙５の２・８頁），「２０県１０合区」など

を内容とする法律案については，国会において，合区の対象は２

０県と全体の４割に及んでおり，単独の県と合区対象の県の不公

平感は一層顕著になることや，歴史的，地理的，社会的なつなが

り，条件がほとんどない合区による様々な矛盾を生じることにな

るといった意見が出されていたこと（乙５の２・１６頁）が認め

られる。  

また，平成２７年当時，合区の検討対象とされていた地方公共

団体から，地方自治法９９条に基づき，選挙制度は，人口だけで

なく，面積や行政区画のほか，地方が有する自然環境保護や食糧

供給基地等の多面的機能等を総合的に考慮する必要があること，

東京一極集中を是正し，地方の活性化を図るためには当事者であ
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る地方の意見が最大限に活かされることが極めて重要であり，人

口により単純に区割りを決定する合区は，地方創生に逆行するこ

となどの合区創設に反対し，都道府県単位の選挙区の維持を求め

る意見書が多数提出されたことが認められる（乙２８の１，８，

１０～１２，２２，２３，２９，３１～３４，６１，６２，６４

～７１，１００，１０１，１２６～１４４，１５０，１５２，１

６９，１７１～２００）。さらに，全国町村会及び全国知事会から

も，都道府県単位の代表が国政に参加する仕組みや合区の解消，

地域の実情や声が国会に反映できる選挙制度の検討等を求める

意見が出されていたこと（乙２１の１～７，乙２５の１）なども

認められる。  

そして，平成２７年改正後の定数配分規定の下で施行された平

成２８年選挙において合区された鳥取県，島根県，徳島県及び高

知県の投票率は，島根県を除く各県で低下するとともに，当時に

おける過去最低の投票率を記録したこと（乙５の４，乙１８の８），

その無効投票率（当時）は，島根県を除いて全国平均を相当程度

上回り，特に，地元出身の候補者のいなかった高知県は全国で最

高となったこと（乙５の５，乙１８の８），本件選挙でも，徳島県

の投票率は全国最低の約３８．５９％であったほか，鳥取県及び

島根県でもそれぞれ過去最低の投票率を記録したこと（乙１の２，

乙１９の７），無効票率についても，ともに高知県出身の自民党

と野党統一候補の事実上の一騎打ちとなった徳島県では全国平

均である２．５３％を大きく上回る最も多い６．０４％を記録し

たこと（乙１の３，乙１９の８・９）が認められる。  

(ｲ) このように，合区の設置に対する反対意見が強く，実際に，合

区の弊害として，投票率の低下や無効票の増加が生じていること
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も考慮すると，平成３０年改正において，合区を更に設置しなか

ったことが国会の裁量の範囲を超えるということもできないし，

そもそも，単に合区を増加させることをもって，選挙制度の抜本

的見直しとはいい難い。そして，前記第２の１⑻及び⑽のとおり，

参議院の各会派の意見には隔たりがあり，全国を１１の区域に分

けて大選挙区制を採用するなどの新たな選挙制度を設けるため

には更に慎重な検討を重ねる必要があると考えられる。以上の事

情に照らすと，平成２７年改正において，必ず結論を得るとした

抜本的見直しが得られなかったとの一事のみで直ちに違憲の問

題が生ずる程度の著しい不平等状態が生じているということは

できない。そして，平成３０年改正でも，参議院政治倫理の確立

及び選挙制度に関する特別委員会において，「今後の参議院選挙

制度改革については，憲法の趣旨にのっとり，参議院の役割及び

在り方を踏まえ引き続き検討を行うこと」についてその実現に努

めるべきであること等を内容とする附帯決議がされ，引き続き選

挙制度改革を進めるという立法府の意向が示されており，再び以

前のような大きな較差を生じさせることのないように配慮され

ているものと解される。  

  ⑶ 以上のような事情を総合すれば，本件選挙当時，平成３０年改正

後の本件定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡

は，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったものとは

いえず，本件定数配分規定が憲法に違反するに至っていたというこ

とはできない。  

 ３ よって，原告の請求は理由がないから棄却することとし，主文のと

おり判決する。  

    広島高等裁判所岡山支部第２部 
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